
多摩産材と触れあう場を創出し、更なる利用拡大を図るため、
区市町村による「木材利用推進方針」の策定を促すとともに、
モデル的な公共施設整備に対して支援し、継続的な木材利用を
推進します。

＜事業概要＞
区市町村が設置または整備する施設において、木材を活用したモデル的な
施設整備を支援

（１）対 象 施 設
区市町村立施設 小・中学校、児童館、図書館、博物館、公園

陸上競技場、体育館、病院、保健センター等

（２）対 象 行 為 等

（３）補 助 金 額
補助対象経費の２分の１以内（一区市町村あたり上限３，０００万円）
※ 債務負担行為（２ヵ年）も対象となります

（４）事 業 手 続 き 等 の 見 直 し （ 令 和 ６ 年 度 ～ ）
事業の早期着手を可能にし、手続きの簡素化を図ることを目的に、令和

６年度より補助金交付要綱や実施要領等が一部改正されます。
詳しくは、最終ページの補足説明をご参照ください。

お問い合わせは、東京都 産業労働局 農林水産部 森林課
森づくり推進担当☎03(5000)7198まで

対 象
木材利用推進方針

策定の有無
使用木材

木造化、内装木質化

木製什器、木製遊具
必 要 多摩産材

木 製 外 構 施 設
木塀、門扉、パーゴラ

ベンチ、デッキ等

不 要
国産木材
うち多摩産材を

３割以上使用

＊継続した木材利用を促すため、木材利用推進方針を策定した区市町村に対して補助
＊国産木材の利用を促進し、木塀等の設置を加速化するため、外構施設においては要件を緩和
＊上記と併せ、多摩産材や東京の森林についてＰＲ頂くことが条件となります

区市町村向け

公共施設への多摩産材利用促進プロジェクト

写真はすべてイメージです

令和６年度版



○ 支援の対象事業

区 分 事業の内容

木造化
建築物の構造材に多摩産材をあらわしで使用する木造建築物

 混構造建築物の場合は、木造部分

内装木質化
床、壁、建具等の仕上げ材として多摩産材を使用する内装木質化

 多摩産材の使用量は、１㎡当たり０．０１m3以上

木製遊具の

整備

多摩産材を使用した定置型木製遊具の整備

 多摩産材の使用量は、製品個々に１㎡当たり０．０８m3以上

木製什器の

整備

多摩産材を使用した木製什器の整備

 多摩産材の使用量は、製品個々に使用される木材の５０％以上

木製外構施設の

整備

多摩産材をはじめとする国産木材を使用した外構施設の整備

 多摩産材をはじめとする国産木材の使用量は、１㎡当たり

０．０１２㎥以上（うち多摩産材の使用割合３０％以上）

（注）・いずれも、使用する多摩産材等が、日常的に利用者の目に触れられる状態にあること。
・木の良さが伝わりにくい素材は、原料に多摩産材が使われていても対象外とする。

○ 支援の対象経費

区 分 事業の内容

木造化（建築物の構造材として多

摩産材を使用する木造化）に係る

経費

天井、柱、梁（はり）等の木造工事のうち、多摩産材を構造材と

して使用する部分の工事費（※１）

内装木質化（床、壁、建具等の仕

上材として多摩産材を使用する内

装木質化）に係る経費

床、壁等の内装工事及び木製建具工事のうち、多摩産材を仕

上げ材として使用する部分の工事費（※１）

 多摩産材の使用量は、1㎡当たり0.01㎥以上

木製遊具の整備（多摩産材を

使用した定置型遊具の整備）に係

る経費

木製遊具の購入費・組立費・設置費・運搬費・工事費（※１）・

安全対策費（※２）

 多摩産材の使用量は、製品個々に1㎡当たり0.08㎥以上

木製什器の整備（多摩産材を

使用した木製什器の整備）に

係る経費

木製什器の購入費・組立費・設置費・運搬費

 多摩産材の使用量は、製品個々に使用される木材の

50％以上

木製外構施設の整備

（多摩産材をはじめとする国産木

材を使用した外構施設の整備）に

係る経費

木製外構施設の購入費・組立費・設置費・運搬費・工事費（※

１）

 多摩産材をはじめとする国産木材の使用量は、1㎡当たり

0.012㎥以上（うち多摩産材の利用割合30％以上）

（注）１ 補助対象経費は、事業実施に必要な最小限の経費とする。
２ 解体・撤去費については補助対象経費に含まないものとする。



工事費

直接工事費

共通仮設費

純工事費

工事原価

工事価格

【経費構成図】

消費税
　相当額

一般管理費
　(諸経費）

現場経費
　(諸経費)

その他

仮設工事費

コンクリート工事費

木工事費

○○工事費

準備費

仮設建物費

動力・用水・光熱費

試験調査費

整理清掃費

機械器具費

運搬費

(※１)工事費は経費構成図のとおりとし、それぞれ以下に掲げる経費とします。

(※２)安全対策費は、木製遊具利用者の転落事故等に備え、安全性を高めるため木製遊具と
一体的に整備するための経費となります。
[例] 遊具下のゴムチップ舗装（衝撃緩和対策）

補足説明 令和6年度の主な改正点

１．事業スケジュールの見直し

毎年度３回行っていた要望調査のうち３回目（前年度２月頃）を廃止します。

また、事業計画承認申請の時期を、「補助金交付申請の概ね２か月前」と

することで、必要に応じて前年度中の計画申請を行えるようになります。

これにより、４月早々の交付決定～事業着手も可能となりました。

２．計画承認申請書の簡素化

計画承認申請から承認までの流れが速やかに進むよう、申請書に添付頂く

書類を簡素化しました。一方で、補助金の採択要件を皆様にご理解いただける

よう、チェックリストの提出を新たに求めることとしました。

３．申請窓口の一元化

これまでは、計画承認申請までの手続きは森林課で一律に対応していました

が、都の担当者と事業者の相互理解を深め事業が円滑に進むよう、計画承認申

請の段階から、都の窓口を以下のとおり一元化しました。

２３区：森林課 ／ 市町村：森林事務所 ／ 島しょ：各支庁産業課

（要望調査は都全体の予算に関わるため、引き続き森林課で実施します）


